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令和２年度税制改正大綱から、現行の連結納税制度に代
わるグループ通算制度をご紹介します。 

 
１．はじめに 

連結納税制度は、企業グループを一体とみなして法人税
を計算する申告方法で、国税庁が公表している平成 30 事務
年度法人税等の申告（課税）事績によると、令和元年６月末
現在で約１万 5 千社が適用を受けています。ただ、グルー
プ内の１社に修正申告が発生した場合、その１社だけでな
くグループ全体で再計算が必要になるなど税額計算が煩雑
で、企業側の作業負担が大きいことから、制度の簡素化を
含めた抜本的な見直しが求められていました。 

 
２．グループ通算制度について 

令和２年度税制改正により、連結納税制度の仕組みを大
幅に見直すとともに、制度を新たにグループ通算制度へ移
行する改正が行われました。 

グループ通算制度は、グループ内での損益通算が可能な
点など現行制度の計算方法と同じ仕組みを採用している部
分がある一方、各法人それぞれが個別に法人税額を計算し、
それぞれが申告・納付を行う点や、グループ内の１社に修
正申告が発生した場合でも、グループ全体で再計算せずに、
修正申告が発生した法人のみで税額の再計算を完結させる
ことができるようになった点が現行制度との相違点になり
ます。 

また、右の表に記載したとおり、税額計算の方法にも現
行制度との相違点があります。そのうち以下の制度におけ
る中小法人の判定については、現行制度では親法人の資本
金の額のみの判定である一方、グループ通算制度では各法
人の資本金の額の判定となるため、グループ内に資本金の
額が１億円を超える法人が１社でも含まれている場合はグ
ループ内の全ての法人が中小法人に該当しないことになり、
制度の適用に制限を受けることになります。 
（１）貸倒引当金の損金算入 
（２）欠損金の繰越控除（100％損金算入） 
（３）法人税の軽減税率 
（４）特定同族会社の特別税率（留保金課税）の不適用 
（５）中小企業等向けの各租税特別措置 
 その他、グループ内のいずれかの法人の平均所得金額が
年 15 億円を超える場合には、グループ内の全ての法人が適
用除外法人に該当することになる点も注意が必要です。 
 
３．連結納税制度の承認を受けている連結法人
の取扱い 

現在、連結納税制度の承認を受けている連結法人につい

ては、令和 4 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度において
グループ通算制度へ自動的に移行するみなし承認規定があ
るため届出等の必要はありません。ただし、グループ通算
制度への移行を取りやめたい場合は、連結親法人が令和 4
年 4 月 1 日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日ま
でに届出書を提出することにより、グループ通算制度を適
用しない単体納税法人となることが出来ます。 

 

内容 連結納税制度 
グループ   
通算制度 

受取配当等の益
金不算入制度 

連結グループ全
体で計算 

①関連法人株式
等に係る負債利
子控除額を、関連
法人株式等に係
る配当等の額の
100 分の４相当
額（一定の上限額
あり。）とする。 
②関連法人株式
等又は非支配目
的株式等に該当
するかどうかの
判定はグループ
全体の保有株式
数により行う。 
③短期保有株式
等の判定は各法
人で行う。 

寄付金の損金不
算入制度 

連結親法人の資
本金等の額を使
用して計算 

各法人それぞれ
の資本金の額及
び資本準備金の
額の合計額を使
用して計算 

所得税額控除 連結グループ全
体で税額調整 

各法人で計算 

中小法人判定 連結親法人の資
本金の額で判定 

一部制度につい
て各法人の資本
金の額で判定 

 
４．適用開始時期 

グループ通算制度は、令和 4 年 4 月 1 日以後に開始する 
事業年度から開始されます。 
 
５．おわりに 
 ここで紹介した現行制度との相違点はほんの一部です。
新制度移行まで期間はありますが、現在連結納税制度の承
認を受けている企業は、制度移行に伴う影響額を試算し、
移行の取りやめを含めた早めの検討・準備が必要です。 


